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８５ページ、（音声コード上下あり）
（５）駅前放置自転車対策

事業番号４５　駅前放置自転車クリーンキャンペーン

所管局　青少年・治安対策本部

事業概要

都内の各駅周辺には、大量かつ無秩序に自転車とうが放置され、街の美観を損ねている。また、放置自転車は、高齢者や障害者を含めたすべての歩行者や緊急自動車とうの通行を阻害するなど大きな社会問題となっている。放置自転車問題を広く都民に訴えるため、関係機関とうが相互に協力して、毎年１０月に広報活動や放置自転車とうの撤去とうなどを集中的に行っている。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○都内の駅前放置自転車とう台数

H21年度：52,907台、H22年度：48,090台、H23年度：42,311台、H24年度：34,700台

○新たな調査方法では、都内の駅周辺における自転車、原動機付自転車及び自動二輪車の放置台数は、52,796台（H24年10月のうち任意の１日に調査）。

○H23年度に区市町村が撤去した放置自転車とうは、652,867台（前年度比　38,013台減少）。同年度に持主に返還されたものは373,272台、引き取られずに処分されたものは278,712台。

【５年後の目標】

駅周辺の放置自転車を減少させ、歩行者の安全で快適な通行の確保を目指す。

基本的視点Ⅱ　地域での自立した生活の基盤となるバリアフリー住宅の整備
（１）公共住宅の整備

事業番号４６　公営（都営）住宅のバリアフリー化の促進

所管局　都市整備局

事業概要

都営住宅のたてかえ、既設都営住宅へのエレベーター設置や手すり設置などの住宅設備改善によるストックの維持更新を行いバリアフリー化の促進を図ることにより、高齢者や障害者はもとより健常者も安心して生活しやすい住宅を確保することを目的として実施する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○事業実績（H21～H24累計）
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・たてかえ  13,731戸

・高齢者向け住宅改善 23,225戸

・障害者向け住宅改善 2,864戸

・エレベーター設置　132基　　

【５年後の目標】

都営住宅の供給を進める際、加齢に伴う身体機能の低下とうに対応できる良質な住宅ストックの形成を図るため、段差解消、手すりやエレベーターの設置による住宅のバリアフリー化を推進する。
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事業番号４７　都営住宅大規模団地のたてかえとうに伴う創出用地の活用

所管局　都市整備局

事業概要

都営住宅大規模団地のたてかえとうに伴い、用地を創出することにより、区市町と連携し地域に必要な福祉施設の設置を支援する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○都営団地たてかえ創出用地を活用した地域福祉インフラ整備事業による福祉施設整備

H21～24年度：５件（特別養護老人ホーム用地とう）

【５年後の目標】

都営住宅のたてかえとうに伴う創出用地を活用した福祉施設の設置が進み、高齢者や障害者とうが必要なサービスを受けながら、住み慣れた地域で暮らし続けられる市街地環境の整備を進める。

事業番号４８　高齢者、障害者とう向け都営住宅の建設

所管局　都市整備局

事業概要

○都営住宅における高齢者向け住宅（シルバーピア）の整備

区市町村からの要望に基づき、「東京都シルバーピア事業運営要綱」により、公営住宅の建設において、高齢者に配慮した設備・構造をもち、LSA(生活援助員）又はワーデン（管理人）が配置され地域包括支援センターとうとの連携が図られる住宅を供給する。LSA、ワーデンの配置は事業の主体である区市町村が行う。

○都営住宅における車いす住宅の整備

障害者向け住宅として、住居内の車いす使用に配慮して設計した住宅を、都営住宅建設において、区市町村からの要望を踏まえ供給する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○累計実績（H24年度末、シルバーピアは都営以外の公営含む）

・シルバーピア：都営住宅　4,378戸、区市町村住宅  5,602戸、都市再生機構住宅　240戸

・車いす住宅　1,036戸

シルバーピア及び車いす住宅については、公営住宅とうのたてかえにおいて、地元区市町村から建設の要望があった場合、適切に対応している。

【５年後の目標】

都営住宅のたてかえにおいて、区市からの要望に基づき高齢者向けシルバーピアや車いす向け住宅の住宅供給を進める。

[image: image4.png]


87ページ

事業番号４９　高齢者、障害者とう向け公的賃貸住宅の整備（シルバーピア・車いす住宅）

所管局　福祉保健局

事業概要

シルバーピアの運営を行う区市町村を支援し、一人暮らしとうの高齢者のみ世帯が住み慣れた地域社会の中で安心して生活を続けられる住まいの安定的な運営に資することにより、高齢者の居住の安定と福祉の増進に貢献する。

※シルバーピア・・・緊急時対応や安否確認とうを行う生活援助員とうを配置するバリアフリー構造の高齢者向け公的賃貸住宅。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○補助実績

H21年度　計51区市町村（特別区23、市26、町1、村1）、

H22年度　計50区市町村（特別区23、市25、町1、村1）、

H23年度　計50区市町村（特別区23、市25、町1、村1）、

H24年度　計51区市町村（特別区23、市26、町1、村1）、

H25年度　計50区市町村（特別区23、市25、町1、村1）

【５年後の目標】

一人暮らしとうの高齢者が、住み慣れた地域社会の中で安心して生活を続けられるよう、シルバーピア事業を実施する区市町村に対し、高齢社会区市町村包括補助事業により引き続き支援を実施する。

事業番号５０　区市町村公営住宅整備事業助成

所管局　都市整備局

事業概要

区市町村が公営住宅の新規供給やたてかえ事業を行う場合、住宅のバリアフリー化とうを要件の一つとして、その建設費とうの一部を都が補助することにより、高齢入居者とうに配慮した公営住宅の整備を促進する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○補助実績

H21年度：318戸、H22年度：177戸、H23年度：100戸、H24年度：263戸、H25年度：259戸

【５年後の目標】

区市町村への財政的支援を通じ、バリアフリー化など高齢入居者とうに配慮した公営住宅の供給促進を図っていく。
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（２）民間住宅の整備促進

事業番号５１　だれもが住みやすい民間住宅バリアフリー化の普及促進（サービス付き高齢者向け住宅とうの供給促進、子育て世帯向け住宅の供給促進）

所管局　都市整備局

事業概要

○高齢者の居住の安心の確保

バリアフリー構造であることや緊急時対応や安否確認サービスが確保されることを要件とした「サービス付き高齢者向け住宅とう」の供給を促進する。　　　　　　　　　　

○子育て世帯の居住への支援　　　　

モデル事業の実施を通じ、民間事業者や区市町村による子育て世帯向け賃貸住宅の供給を促進する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○サービス付き高齢者向け住宅とう
H23年度：3,036戸、H24年度：3,105戸（サービス付き高齢者向け住宅登録戸数）

○子育て世帯向け住宅

Ｈ23年度：２戸、Ｈ24年度：５戸、H25年度：43戸　　累計（H25年度末まで）：50戸

【５年後の目標】

○サービス付き高齢者向け住宅とう：H26年度までに約１万戸整備　
○子育て世帯向け住宅：Ｈ26年度は、２か所40戸を着実に完成

事業番号５２　都市居住再生促進事業

所管局　都市整備局

事業概要

地域の特性に応じた都市型の居住機能の再生とうに資するため、（１）マンションのたてかえ （２）土地の共同化(都心居住推進タイプ／市街地再整備促進タイプ) を実施する民間事業者に対し、区市が補助を行う場合、区市に対し、都として事業費の一部を補助する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○補助実績

H21年度：1,029戸、H22年度：756戸、H23年度：1,678戸、H24年度：2,082戸、H25年度：1,595戸

【５年後の目標】

敷地の高度利用、老朽マンションの円滑なたてかえにより防災性の向上と良質な住宅供給を図る。基本的な補助条件としてのバリアフリーとうを義務づけ、良質な市街地住宅の供給を促進する。
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事業番号５３　マンション改良工事助成事業

所管局　都市整備局

事業概要

バリアフリー改修など、マンションの共用部分を計画的に改良・修繕する管理組合に対して、住宅金融支援機構からの融資を対象額に、最長７年間の利子補給を行う。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○補助実績

（年度募集戸数：5,000戸）　　　　　　　　

H21年度：66件（3,036戸）、H22年度：68件（2,990戸）、H23年度：35件（1,414戸）、

H24年度：51件（2,367戸）　

【５年後の目標】

既存マンションにおける計画的な修繕実施を促進することで、マンションの長寿命化やバリアフリー化とうを図り、良好な住宅ストックの形成に寄与する。

事業番号５４　住宅改善事業（ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修とう）〔高齢社会対策区市町村包括補助事業〕

所管局　福祉保健局

事業概要

高齢者のいる世帯に対し、転倒防止、動作の容易性の確保、行動範囲の拡大の確保、介護の軽減とうの効果を得るために、その者の居住する住宅の改修にかかる費用の一部を負担する区市町村を支援する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○補助実績　

H23年度：51区市町村、H24年度：52区市町村、H25年度：53区市町村（予定）

【５年後の目標】

高齢者が自宅で安心して生活できるようにするため、引き続き住宅改善事業を実施する。
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基本的視点Ⅲ　様々な障害特性や外国人とうにも配慮した情報バリアフリーの充実

（１）障害者・外国人とうえの情報提供体制の整備

事業番号５５　視覚障害者向け都政情報の提供（広報東京都の点字版･音声版とう）

所管局　生活文化局

事業概要

都の広報紙「広報東京都」について、視覚障害者向けに点字版及び音声版を提供するとともに、ホームページでも情報を提供する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○発行部数（月平均）

H23年度：点字版＝1,197部　テープ版＝1,647組、

H24年度：点字版＝1,155部　テープ版＝1,583組、
H25年度：点字版＝1,131部　テープ版＝1,518組

【５年後の目標】

○都政の重要施策についての解説や都民生活に必要な　お知らせ事項を都民に幅広く提供するため、「広報東京都」点字版・音声版を希望者へ郵送するとともに、特別支援学校、点字図書館、公立図書館、福祉団体とうに配布する。○ＷＥＢ広報東京都も同時に掲載し、情報を提供していく。また、視覚障害者の多様なニーズに応えるため、音声版データのWEB掲載やＣＤ版とうによる提供などを推進していく。

事業番号５６　消費生活情報の提供（東京くらしねっとCD版）及び字幕入り消費者教育DVDの作成

所管局　生活文化局

事業概要

消費生活情報誌「東京くらしねっと」CD版を発行し、公立図書館、視覚障害者施設や個人の希望者に配布することにより、視覚障害のため、文字による消費生活情報を得にくい消費者に対し、音声による消費生活情報を提供する。

字幕入り消費者教育DVDを作成し、学校での授業や講座とうに活用するほか、都民への貸出とうを行うことにより、聴覚障害のある消費者に対し、消費者教育の機会を提供する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○CD配布枚数

H21年度：6,038枚、H22年度：5,962枚、H23年度：5,796枚、H24年度：5,626枚

○DVD作成数

H21年度:：2枚、Ｈ22年度：2枚、Ｈ23年度：2枚、Ｈ24年度：2枚、H25年度：2枚

【５年後の目標】

消費生活情報誌「東京くらしねっと」CD版を引き続き作成し、視覚障害者への消費生活情報の提供を実施する。
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また、聴覚障害者も利用できるよう引き続き字幕入りの消費者教育用DVDを作成し、消費者教育の推進を図る。
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事業番号５７　点字録音刊行物作成配布事業

所管局　福祉保健局

事業概要

視覚障害者に対して、社会生活を営む上で必要とする情報及び知識を提供するため、点字本及び録音物を作成配布し、もって視覚障害者の福祉の向上に資する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○作成数

H21年度：点字723部、録音1,130本、

H22年度：点字723部、録音1,130本、

H23年度：点字723部、録音1,130本、

H24年度：点字723部、録音1,130本、

H25年度：点字723部、録音1,130本

【５年後の目標】

視覚障害者の福祉の向上のため、引き続き実施する。

事業番号５８　点字による即時情報ネットワーク事業

所管局　福祉保健局

事業概要

新聞とうによって毎日流れる新しい情報を点字又は音声で早く提供することによって、視覚障害者の社会参加を促進し、生活・文化の向上を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○点字版提供数

H21年度：実施236回、100人配布、延べ23,600人配布、

H22年度：実施235回、100人配布、延べ23,500人配布、

H23年度：実施235回、100人配布、延べ23,500人配布、

H24年度：実施235回、100人配布、延べ23,500人配布、

H25年度：実施235回、100人配布、延べ23,500人配布

○電話システム　アクセス数

H21年度：1,169回、H22年度：652回、H23年度：63回、H24年度：114回

【５年後の目標】

視覚障害者の社会参加を促進するため、引き続き実施する。
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事業番号５９　視覚障害者用図書製作貸出事業

所管局　福祉保健局

事業概要

視覚障害者用図書（点字図書・声の図書）を製作及び貸出し又は交付し、視覚障害者用図書の蔵書数の増加により、視覚障害者の文化の向上と福祉の増進を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○貸出用図書

(1)点字図書

H21年度：原本製作タイトル数＝23、貸出冊数＝1,340、H22年度：原本製作タイトル数＝25、貸出冊数＝1,318、H23年度：原本製作タイトル数＝27、貸出冊数＝1,270、H24年度：原本製作タイトル数＝27、貸出冊数＝1,135

(2)声の図書

H21年度：原本製作タイトル数60、貸出冊数＝13,229、H22年度：原本製作タイトル数＝61、貸出冊数＝11,064、H23年度：原本製作タイトル数＝77、貸出冊数＝5,335、H24年度：原本製作タイトル数＝7２、貸出冊数＝4,228　

【５年後の目標】

視覚障害者の文化の向上と福祉の増進を図るため、引き続き実施する。

事業番号６０　字幕いり映像ライブラリー事業

所管局　福祉保健局

事業概要

映画及びテレビ番組とうに字幕を挿入したビデオカセットテープ及びＤＶＤの製作貸出を行うことにより、聴覚障害者の生活文化の向上と福祉の増進を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○貸出実績

H21年度：貸出件数＝705件、貸出本数＝1,872本、H22年度：貸出件数＝594件、貸出本数＝1,565本、H23年度：貸出件数＝452件、貸出本数＝1,127本、H24年度：貸出件数＝312件、貸出本数＝924本

【５年後の目標】

聴覚障害者の生活文化の向上と福祉の増進のために、引き続き実施する。

事業番号６１　視覚障害者ガイドセンター運営事業

所管局　福祉保健局

事業概要

重度の視覚障害者が、都道府県及び政令指定都市間にまたがって必要不可欠な外出をする際に、目的地においてガイドヘルパーを円滑に確保できるよう支援することで、視覚障害者の社会参加を促進し、もって福祉増進を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○他県からの利用実績

H21年度：利用回数（回）＝160、利用延時間（時間）＝319、利用実人数（人）＝86

H22年度：利用回数（回）＝165、利用延時間（時間）＝497、利用実人数（人）＝122

H23年度：利用回数（回）＝136、利用延時間（時間）＝283、利用実人数（人）＝71

H24年度：利用回数（回）＝139、利用延時間（時間）＝306、利用実人数（人）＝79

【５年後の目標】

視覚障害者の福祉増進のため、引き続き実施する。
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事業番号６２　聴覚障害者意思疎通支援事業

所管局　福祉保健局

事業概要

都内外を往来する聴覚障害者に意思疎通支援者（手話通訳者・要約筆記者）を手配するため、他県派遣機関と調整を行う。都内障害者団体とうが主催又は共催する広域型行事に、意思疎通支援者を派遣する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

地域での意思疎通支援は、区市町村で対応しているが、広域的な意思疎通支援については、都で対応する必要がある。

【５年後の目標】

今後、継続して実施していく。

事業番号６３　手話のできる都民育成事業

所管局　福祉保健局

事業概要

○都民の手話人口の裾野を広げ、手話を都民に浸透させていくことにより、聴覚障害者の情報保障を促進するとともに、国内外からの聴覚障害のあるお客様へのおもてなしの機運を醸成する。

○国際手話・外国語手話の都民への普及促進を行うことにより、2020年東京オリンピック・パラリンピックにおいて手話ボランティアとして活躍できる人材を確保する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催に向け、手話のできる都民の拡大を図る必要がある。

【５年後の目標】

2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催に向け、国内外から多数来訪すると見込まれる聴覚障害者が安心して東京を訪れ、活動できる環境を整備する。

事業番号６４　盲ろう者通訳・介助者派遣事業、盲ろう者通訳・介助者養成研修事業

所管局　福祉保健局

事業概要

○盲ろう者のコミュニケーション手段及び移動の自由を確保し、その社会参加を促進するため、盲ろう者に対して通訳・介助者を派遣し、もって盲ろう者の福祉の増進を図る。

○盲ろう者に対する通訳及び移動介助に携わる通訳・介助者を養成研修し、もって盲ろう者の福祉の向上を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○通訳・介助者派遣事業実績

《通訳派遣時間数》

H21年度：30,940時間、H22年度：30,940時間、H23年度：36,400時間、H24年度：36,400時間、H25年度：42,952時間

《通訳・介助者要請研修事業実績　受講者数》

H21年度：41人、H22年度：41人、H23年度：42人、H24年度：46人　

【５年後の目標】
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盲ろう者の社会参加を促進するため、引き続き実施する。
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事業番号６５　「外国語おもてなし語学ボランティア」育成事業

所管局　生活文化局

事業概要

在住外国人や観光とうで一時的に日本に滞在する外国人が安心して過ごすことができるように、意欲と時間のある高齢者を中心として外国語による語学ボランティアを育成する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催を見据え、「外国人おもてなし語学ボランティア」の育成を図っていく。

【５年後の目標】

2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催を見据え、道案内とうが可能な程度の簡単な日常会話レベルの語学力とコミュニケーション能力を有することを目安とした「外国人おもてなし語学ボランティア」の育成を進めていく。
事業番号６６　交番における手話技能取得者による活動

所管局　警視庁

事業概要

手話による各種対応が可能な者を配置した交番を、署長の指定による「手話交番」として運用し、聴覚障害者の心情に配意した警察活動を推進している。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○運用実績

H21年度：12交番、H22年度：２交番、H23年度：６交番

○H25年３月まつの段階で６署７交番を「手話交番」として運用

○H24年２月29日三鷹署において、交通人身事故取扱いの際、当事者がろうあ者であったことから、手話指定交番勤務員が対応し、感謝事例となった。

【５年後の目標】

手話技能を持つ警察官による、聴覚障害者の心情に配意した警察活動を引き続き推進する。
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事業番号６７　交番とうにおける視覚障害者及び外国人への配慮

所管局　警視庁

事業概要

○国土交通省の公共交通機関の旅客施設に関する移動とう円滑化整備ガイドラインに基づいた、視覚障害者とうにもわかりやすい地図面の地理案内板を設置する。

○外国人のための英語表記付き地理案内板を設置する。

○交番には「KOBAN」、駐在所には「POLICE」とローマ字表記したランドマークを設置する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○H20年7月、コミュニケーション支援ボードを交番、駐在所及び警察署受付用として2,000部（Ａ3サイズ）、パトカー用として800部（Ａ4サイズ）を配布した。

・交番に来訪した障害者、外国人を対象として、遺失・拾得物、地理案内、迷子の保護・手配、被害受理とうに活用

○H25年3月までに、11か所の交番へ上記ガイドラインに基づいた地理案内板（全て英語表記付き）を設置した。

○H25年3月までに、512か所の交番へ「KOBAN」、20か所の駐在所へ「POLICE」と記載のあるランドマークを設置した。

【５年後の目標】

○今後設置される地理案内板については、上記ガイドラインに基づいた視覚障害者とうにもわかりやすい地図面とする。

○外国人のための英語表記付きの地理案内板の設置を進める。

○今後改築される全ての交番へランドマークの設置を進める。

事業番号６８　都営地下鉄駅の触知案内図･音声案内装置とうの整備

所管局　交通局

事業概要

視覚障害を持つお客様が駅を安心してご利用いただけるよう、駅構内に触知案内図を整備するとともに、ホーム階段などを中心に駅構内に誘導チャイムを設置する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○設置状況（H25年3月まつ現在）

誘導チャイム（出口付近）：50駅、誘導チャイム（ホーム階段）：63駅197か所、

音声誘導案内（トイレ）：19駅23か所、触知案内図：51駅61か所

○H25年度の整備予定

誘導チャイム（ホーム階段）：10か所（駅数未定）、触知案内図：19駅44か所

【５年後の目標】

H27年度までに触知案内図70か所、誘導チャイム20か所整備する。
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（２）まちなかでの情報提供の充実

事業番号６９　東京ひとり歩きサイン計画

所管局　産業労働局

事業概要

国内外の旅行者が一人でも迷うことがなく安心してまち歩きができるよう、ピクトグラム（絵文字）とうを活用した多言語の案内標識の整備を推進する。また、区市町村や公共事業者とうに対し「案内サイン標準化指針」の普及を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○整備実績

H21年度：80基（内訳：都道24基、区市町村道56基）、H22年度：44基（内訳：都道0基、区市町村道44基）、

H23年度：79基（内訳：都道61基、区市町村道18基）、

H24年度：41基（内訳：都道20基、区市町村道21基）

○歩行者用観光案内標識は一定数が設置され、効果を上げてきている。（H24年度末　都内に957基設置）

【５年後の目標】

H26年度に新「案内サイン標準化指針」策定。H27年度以降、新指針に基づいて整備していく。

事業番号７０　隅田川案内サインの設置

所管局　建設局

事業概要

隅田川は、スーパー堤防とうの整備やテラスを整備し都民に開放している。その際、安心して散策できるよう周辺の情報も含めた総合的な情報を利用者に対して提供することにより、さらに河川利用を促進していく。隅田川に案内サインを設置する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○整備実績

H21年度：12基（厩橋からしらひげ橋まで）、H22年度：7基（清洲橋からしらひげ橋まで）、H23年度：0基、H24年度：1基

○H21～24年度の4ヵ年で計20基の案内サインを設置。

【５年後の目標】

より多くの都民に水辺空間（テラス）を安心して利用してもらうために、引き続き案内サインを設置する。

事業番号７１　観光案内所の運営

所管局　産業労働局

事業概要

受入体制の充実を図るため、東京観光情報センターを運営し、観光情報提供の中核として、国内外旅行者のニーズに的確に対応できる情報の収集・加工・提供を行う。
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※設置場所：東京都庁第一ほん庁舎１階、羽田空港、京成上野駅

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○東京観光情報センター来場者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

H24年度：39万1,217人

【５年後の目標】

東京観光情報センターとうの利用者に対して、都内の観光資源、観光イベント及び観光施設などを紹介することにより、訪都旅行者の都内観光行動を活性化させ、都内観光産業の振興に貢献する。
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事業番号７２　多言語メニュー作成支援ウェブサイトの構築

所管局　産業労働局

事業概要

飲食店とうにおける食、メニューの現状とうを把握した上で、外国人旅行者のニーズを踏まえたメニュー作り、おもてなしが可能となるよう、現行の外国語メニュー作成支援ウェブサイトを全面的に見直し、再構築を図る。また、事業者向け操作説明会の実施、PRリーフレットの配布とうにより、普及を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

ウェブサイトを通じ、都内の飲食店が外国語によるメニューを簡単に作成できるよう外国語メニュー作成支援サービスを平成21年4月より提供している。

【５年後の目標】

外国語メニューが利用できる飲食店を増加させ、東京を訪れる旅行者の利便性や飲食店のサービス向上を推進する。

（３）ホームページによる情報提供の内容充実

事業番号７３　福祉のまちづくりホームページの内容充実
所管局　福祉保健局

事業概要

都民、事業者とうの閲覧利用に向けた、ホームページにおける区市町村バリアフリーマップとうの情報提供の内容充実、利便性の向上と福祉のまちづくり事業の認知性を高めるために、構成を見直し、レイアウトとう刷新を行う。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

ページ構成の簡素化と重点事業の情報提供の充実

･都福祉のまちづくり条例　･都福祉のまちづくり推進計画

･都福祉のまちづくり推進協議会　･福祉のまちづくり事業

･区市町村バリアフリーマップとう福祉のまちづくり関連情報リンク集

【５年後の目標】

東京都及び区市町村における、福祉のまちづくり事業の取り組み内容周知のための視覚的にも内容的にもわかりやすく、使いやすいホームページ構成の充実を図る。

事業番号７４　ＴＯＫＹＯ障スポ・ナビの運用

所管局　ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ準備局

障害のある人や障害者スポーツを支える人を対象に、スポーツの効用や楽しみをわかりやすく伝えるほか、「いつ、どこで、どのような」スポーツができるのかについて有用な情報を提供する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】
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H24年10月にさまざまな障害者スポーツ情報と都内全域の公共スポーツ施設の詳細なバリアフリー情報を網羅した全国初の障害者スポーツ専門ポータルサイトとして、ＴＯＫＹＯ障スポ・ナビを開設。これまでスポーツをしていなかった人がスポーツを始めるきっかけとして、またスポーツをしているかたがこれまで以上に活動を深めるために、更には障害者スポーツの理解促進・普及啓発や、障害者スポーツを支える体制の拡充につなげるためのツールとして、あらゆる人にあらゆる場面での活用を可能にし、障害者が様々なスポーツ情報を得られるようになった。

【５年後の目標】

H30年度までの方向性：障害のある人にもない人にも、障害者スポーツを広める。
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事業番号７５　ウェブサイトとうによる観光情報の発信

所管局　産業労働局

事業概要

国内外から旅行者を東京へ誘致するため（公財）東京観光財団による東京の観光公式サイト「GO　TOKYO」やＳＮＳの運営を支援する。GO　TOKYOでは、都内の観光情報の多言語及び利用目的別のコンテンツ（①東京の基本情報、②トピックス、③イベントカレンダー、④外国人旅行者向け観光ガイドサービス、⑤観光スポットなど）により、東京の魅力を世界に発信する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

H24年度に「東京の観光」と（公財）東京観光財団が所管するウェブサイトを統合し、「GO　TOKYO」として情報発信を開始した。

※ウェブサイトは、８言語９種類（日本語、英語、中国語（簡体、はんたい）、韓国語、ドイツ語、イタリア語、スペイン語、フランス語）

※H24年度アクセス数（ページビュー）　約1,584万件

【５年後の目標】

より一層の多言語化を図り、東京に存在する様々な観光魅力（イベント、施設、自然、文化及び伝統など）に関する情報を発信し、これを広く認識してもらうことによって、訪都旅行者の増大に寄与する。

基本的視点Ⅳ　災害時・緊急時の備えなど安全・安心のまちづくり

（１）災害への備え及び対応

事業番号７６　社会福祉施設とう耐震化促進事業

所管局　福祉保健局

事業概要

民間社会福祉施設とうが実施する耐震診断・耐震改修について、その費用の一部を補助する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

耐震診断：357棟

耐震改修：154棟

【５年後の目標】

「2020年の東京」において掲げた、「社会福祉施設とう（主に要配慮者が利用する入所施設）や保育所について、H32（2020）年度までに耐震化100％を達成する」という目標に向け、着実に整備を推進していく。
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事業番号７７　災害時における要配慮者の支援体制整備の促進
所管局　福祉保健局

事業概要

○区市町村の福祉保健・防災部門の職員を対象とした災害時における要配慮者対策研修を開催する。

○区市町村が行う要配慮者支援体制整備を促進するため補助を実施する。〔地域福祉推進区市町村包括補助事業〕

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○災害時要援護者研修（※H26年度からは「災害時における要配慮者対策研修」）

　H21年度：1回開催、H22年度：1回開催、H23年度：1回開催、H24年度：1回開催、H25年度：2回開催

○災害時要援護者支援体制整備補助（※H26年度からは「災害時における要配慮者支援体制整備補助」）

　H21年度：16区市、H22年度：21区市町、H23年度：16区市町、

H24年度：21区市町（必須事業13、選択事業11、合計24事業）、

H25年度：20区市町村（必須事業13、選択事業11、合計24事業）
【５年後の目標】

引き続き、避難支援プランの作成とう、区市町村における取組を支援するとともに、関係機関との連携及び要配慮者情報（避難行動要支援者名簿とう）共有化の推進を図っていく。

事業番号７８　帰宅困難者対策における要配慮者への支援

所管局　総務局

事業概要

帰宅困難者対策における要配慮者への視点を踏まえた対応について広く普及啓発を行う。また、災害時において、長距離の徒歩帰宅が困難な要配慮者を優先的に搬送するため国の体制整備を支援する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○優先スペースの確保、ヘルプカードの活用、ケア・コミッショナーの配置とうの要配慮者への視点を踏まえた対応とうについて記載した「都立施設を活用した一時滞在施設の運営マニュアル」（H25年４月）を、都立の一時滞在施設（200施設）に周知するとともに、民間の大規模集客施設、駅、一時滞在施設とうも参考活用できるよう、東京都防災ホームぺージに掲載した。

○民間の施設における要配慮者の受け入れ体制整備が促進されるよう、上記マニュアルの更なる普及啓発が課題となる。
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○安全確保後の帰宅支援として、要配慮者の搬送手段の確保が必要となる。

【５年後の目標】

○大規模集客施設、駅、一時滞在施設とうにおいて、要配慮者の視点を十分に踏まえた受け入れ体制の整備を促進する。

○要配慮者のバスとうによる代替輸送訓練とうを実施することで、国による要配慮者の搬送マニュアルの策定を支援していく。
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事業番号７９　要配慮者の安全対策
所管局　東京消防庁

事業概要

要配慮者（火災、震災とうの災害発生時などに支援や配慮が必要な高齢者、身体障害者とう）の安心・安全を確保し、災害発生時の被害を軽減させるため、地域の協力体制づくりや総合的な防火防災診断、要配慮者への対応を取り入れた防火防災訓練の促進、防災情報の発信、「コミュニケーション支援ボード」とうの活用による救急現場とうでの円滑なコミュニケーションの推進などの取組を中心に安全対策を推進する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

近年の急速なしょうし高齢化、高齢者の孤独死問題とうの社会情勢や、災害による被害実態とうを踏まえ改めて検討、検証とうを行い、H25年度から各種福祉関係機関とも積極的に連携を図りながら新たな事業体系で運用を開始した。

【５年後の目標】

○火災、震災とうによる要配慮者の被害軽減

○日常生活事故による要配慮者の救急搬送者数軽減

○あらゆる情報発信のユニバーサルデザイン化
事業番号８０　ヘルプカード作成促進事業〔障害者施策推進区市町村包括補助事業〕

所管局　福祉保健局

事業概要

区市町村における「ヘルプカード」作成経費とうについて補助を行い、地域における取組を推進する。（実施主体：区市町村）

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○補助実績

H24年度：5区市町、H25年度：42区市町

【５年後の目標】

全区市町村で作成する（標準様式によらないものを含む）。

事業番号８１　外国人に対する防災情報体制の強化

所管局　生活文化局

事業概要

東京都災害対策本部設置時に生活文化局内に開設する外国人災害時情報センターの機能を充実させるため、大規模災害発生時の被災外国人支援を想定した訓練とうを通じ、区市町村などの関係機関とうと連携しながら情報収集・提供体制の強化を図る。
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【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○年1回、情報センターの立上げ訓練、通訳訓練を兼ねた参加体験型防災訓練を実施している。

○防災（語学）ボランティアに必要な基礎的知識を付与する内容の研修を実施している。

【５年後の目標】

○情報センターの体制などを検証し、機能向上を図る。

○関係機関とうとの災害時の協力、連携体制の確立・強化を図る。

○防災（語学）ボランティアのスキルアップを図るとともに、在住外国人に対する防災知識の普及啓発を進める。
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（２）日常生活における事故防止

事業番号８２　都民生活において生ずる事故防止対策の推進

所管局　東京消防庁

事業概要

報道発表、ホームページやツイッター・フェイスブックへの掲載とう、各種広報媒体や広報手段を通じてタイムリーかつ効果的な情報発信を行う。また、関係機関との意見交換会の開催とうにより情報共有を図るとともに、住民を対象とした事故防止講座の開催などを通じて事故防止対策を推進している。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○関係行政機関、関係業界とうえの通知　

H21年度：9件、H22年度：9件、H23年度：６件、H24年度：３件

【５年後の目標】

関係機関と連携し、各種広報媒体や広報手段を通じてタイムリーかつ効果的な情報発信を行うなど、都民生活事故防止対策の推進により日常生活事故に起因する救急搬送の減少を図る。

事業番号８３　ヒヤリ･ハット調査・商品テストとうによる事故防止対策の推進

所管局　生活文化局

事業概要

消費生活相談まで至らない暮らしの中に埋もれている「ヒヤリ･ハット」体験の調査や、身近な商品の安全性に関するテストを実施し、効果的に発信することで、商品やサービスに関する事故の未然・拡大防止を図るとともに、調査結果をユニバーサルデザインのまちづくりに反映させる。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○調査実績

・ヒヤリ・ハット調査

H21年度：4回、H22年度：4回、H23年度：4回、H24年度：4回、H25年度：4回

・商品テストとう
H21年度：6回、H22年度：3回、H23年度：4回、H24年度：3回、H25年度：3回

○ヒヤリ･ハット調査結果を事故防止ガイドとうにまとめ、区市町村の消費生活相談窓口、東京消防庁、都営地下鉄各駅、図書館とうに配架を依頼

【５年後の目標】

ヒヤリ･ハット調査や商品テストとうを実施し、効果的な情報発信を通じて、商品やサービスに関する事故の未然・拡大防止を図るとともに、様々な事例における調査結果をユニバーサルデザインのまちづくりに反映させる。
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事業番号８４　商品とうを起因とする事故の防止対策の強化

所管局　生活文化局

事業概要

○子供の安全対策

次代を担う子供の安全対策のため、商品・サービスに関する危害・危険について、子供が集まる各種イベントとうで模型・パネル展示を行うとともに、子育て支援団体とうとの協働により、子供の安全をテーマとしたシンポジウムとうを開催し、子供の安全確保について普及啓発を行う。

○セーフティ・グッズ・フェア（仮称）

安全に配慮した商品見本市を開催し、ＰＲ強化や普及、消費者の安全意識の啓発とうを図り、安全・安心な商品市場の実現及び安全意識の高い消費者行動を促進する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○子供の安全対策　

・イベントとう６回　・シンポジウム１回（３月実施予定）

【５年後の目標】

子供向け各種イベントにおける普及啓発や子育て支援団体とうとのネットワークを活用した啓発、安全に配慮した商品の普及に向けた商品見本市の開催などにより、安全意識の高い消費者行動を促進し、商品とうを起因とする事故の防止を図る。

基本的視点Ⅴ　心のバリアフリーに向けた普及啓発の強化と社会参加への支援

（１）普及啓発の充実

事業番号８５　福祉のまちづくりに関する普及推進

所管局　福祉保健局

事業概要

「みんながまた来たくなるお店づくり」とうの各種印刷物を作成・活用し、事業者とうに対し、建築物とうにおけるハード面及びソフト面からの取組について効果的な普及啓発を行う。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○冊子『みんながまた来たくなるお店づくり』を作成し、各区市町村を通じて、都内商店街に配布

○区市町村取組発表会の開催実績

H21年度：1回、H22年度：1回、H23年度：1回

【５年後の目標】

福祉のまちづくりに関する施策を効果的に推進するため、都民及び事業者の理解を深め、主体的な活動の促進に必要な情報の提供を行うなど、関係機関と連絡調整を図りながら、福祉のまちづくりの普及、推進を図る。
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事業番号８６　福祉のまちづくり功労者に対する知事感謝状の贈呈

所管局　福祉保健局

事業概要

東京都の福祉のまちづくりの推進について顕著な功績のあった個人又は団体に感謝状を贈呈することにより、福祉のまちづくりの取組を広く普及させる。贈呈の対象者は以下の活動において、顕著な功績のあった個人または団体

・高齢者や障害者とうの自立とあらゆる分野への活動参加を促進するための活動（普及・推進活動）

・建築物や交通機関、道路、公園とうのバリアフリー化（施設整備）

・福祉用具とうの開発・研究・規格の標準化（製品の開発とう）

・福祉のまちづくりに関する調査・学習・活動とう（小・ちゅう・高校生とうによる取組）

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

H21年度　４件（点字図書や録音図書の製作、バリアフリーガイドを掲載したホームページの運営）

H22年度　４件（商業施設のバリアフリー化整備、365日営業の福祉用具レンタルサービス）

H23年度　３件（障害者との交流・介助ボランティア、車いすの寄贈や車いすトイレマップの作成）

H24年度　５件（触図筆ペンの開発、商店街の店頭とうに障害者が書いた絵画を展示する事業を実施）

H25年度　５件（視覚障害者スポーツの普及推進、丘陵地帯などの交通不便地帯の移動手段の提供）

【５年後の目標】

都民とうに対し、福祉のまちづくりへの理解を深めるため、引き続き実施し、ホームページとうでＰＲを行う。

事業番号８７　障害者とう用駐車区画の適正利用の推進〔地域福祉推進区市町村包括補助事業〕

所管局　福祉保健局

事業概要

「障害者とう用駐車区画の適正利用に向けたガイドライン」を活用した普及啓発活動や、包括補助事業を活用した思いやり駐車区画の整備助成を活用し、当該区画の適正利用を推進する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】
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施設管理者向け「障害者とう用駐車区画の適正利用に向けたガイドライン」、普及啓発用リーフレット（事業者向け・都民向け）・ポスターを作成（H24年度）

【５年後の目標】

障害者とう用駐車区画の適正利用に向けた対策を推進するとともに、適正利用に関する普及・啓発を強化し、車を利用して外出する高齢者とうが、必要なときに当該駐車区画を利用できるようにする。

事業番号８８　子育てにやさしい環境づくりの推進　（鉄道での安全なベビーカー利用に関するキャンペーン）

所管局　福祉保健局

事業概要

子育てにやさしい環境づくりを目指し、鉄道事業者、ベビーカー事業者、子育て支援団体とうと協働で、ベビーカーでの安全な鉄道の乗り降りについて、周囲のかたの理解・協力と、ベビーカー利用者への安全なベビーカー利用を呼びかけるキャンペーンを実施する。（子育て応援とうきょう会議の事業として実施）

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○H20年度より、子育て応援とうきょう会議事業として継続して実施。　※実施期間：３月～４月

○H25年３月～４月は、九都県市合同で実施。

【５年後の目標】

子育てにやさしい環境づくりを目指し、実施内容や方法とうについて検討しながら、引き続き気運の醸成を図っていく。
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事業番号８９　区市町村における福祉のまちづくりに関する普及啓発　〔地域福祉推進区市町村包括補助事業〕

所管局　福祉保健局

事業概要

地域の特性を踏まえ、区市町村が自主的に取り組む、福祉のまちづくりに関する普及啓発事業（バリアフリーマップの作成など）に対し支援することにより、高齢者や障害者を含めたすべての人が安全で、安心して、かつ快適に暮らし、又は訪れることができる社会の実現を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○補助実績

H24年度：３区１市

【５年後の目標】

区市町村が自主的に取り組む福祉のまちづくりに関する普及啓発事業を支援する。

事業番号９０　建築物のバリアフリー化のための情報提供

所管局　都市整備局

事業概要

都民、事業者、設計者とうに、建築物のバリアフリー化に関する情報を提供する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○パンフレットによる情報提供

条例の内容について図表とうを用いて分かりやすく説明したパンフレットを作成し、都内の建築確認申請窓口とうにて配布する。
○ホームページによる情報提供

ホームページ上に、バリアフリー法や建築物バリアフリー条例とうに関する情報提供を充実させる。
○設計者とうを対象とした講習会を開催した（H25年度）。

【５年後の目標】

事業者とうのバリアフリーに関する理解を促進し、建築物のバリアフリー化を推進する。一層の周知のために、建築物のバリアフリー化について、パンフレットやホームページを活用し、情報提供、普及啓発を図る。

事業番号９１　障害者理解促進事業

所管局　福祉保健局

事業概要

障害者に対する都民の理解を深めるため、障害者施策に触れる機会が少ない層に対し、ＷＥＢサイトなどさまざまな広報媒体や手法を活用して理解促進を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

12月3日から9日に定められた障害者週間において、都では、「ふれあいフェスティバル」の実施や、ポスターの作成・配布とうを行ってきた。

【５年後の目標】

障害及び障害のある人への理解を促進するため、引き続き普及啓発を行う。

[image: image29.png]



105ページ

（２）ユニバーサルデザイン教育の推進

事業番号９２　サービス介助士の資格取得の拡大

所管局　交通局

事業概要

高齢者や障害を持つお客様などが、いつでも快適に安心して、都営地下鉄をご利用いただけるよう、駅員のサービス介助士の資格取得を拡大する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○資格取得者数：955人（H24年度末現在）

※サービス介助士はNPO法人日本ケアフィットサービス協会の資格であり、同協会の行う２日間の講習を受講させ、取得の拡大を図っている。

【５年後の目標】

H27年度末までに、更に200名の資格取得者を増やす。

事業番号９３　福祉教育の充実

所管局　教育庁

事業概要

各区市町村における福祉教育推進に関する協議を行うとともに、小・中学校及び高とう学校における「総合的な学習の時間」における福祉に関する指導の充実を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

H19年度から必修教科「奉仕」を都立こうとう学校に導入

【５年後の目標】

○福祉教育の推進について、必要に応じ特別支援教育担当指導主事とう連絡協議会、教育課程編成状況に関する説明会とうにおいて、区市町村教育委員会への情報提供を行う。

○「奉仕」との関連性を図り、小・中学校及び高とう学校における段階に応じた福祉に関する学習内容の充実を図る。

事業番号９４　区市町村におけるユニバーサルデザイン学習普及事業　〔地域福祉推進区市町村包括補助事業〕

所管局　福祉保健局

事業概要

思いやりの心を醸成することを目的に、小中学校における「総合的な学習の時間」などを活用した福祉体験学習や、地域住民を対象としたセミナー・ワークショップとうによる心のバリアフリーにかかる普及啓発を実施していく。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○補助実績

H24年度：６区

【５年後の目標】

包括補助事業を活用し、全ての区市町村に普及啓発事業を広める。
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事業番号９５　児童とうに対する総合防災教育

所管局　東京消防庁

事業概要

地震、火災とうの災害や生活事故に対する危険予知・回避能力を高めるための発達段階に応じた教育（総合防災教育）を、消防職員、消防団員とうが教育関係機関と連携して推進する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○児童とうの発達段階に応じた教材の作成及び充実

H22年度：保育所・幼稚園用教材　２種類　

H23年度：保育所・幼稚園用教材　１種類、小学生用教材　２種類、中学生用教材　２種類、東京都教育庁の防災教育補助教材作成に参画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

H24年度：保育所・幼稚園用教材１種類、高校生用教材1種類

【５年後の目標】

児童とうの発達段階に応じた教材の作成及び充実、総合防災教育への要配慮者に関する内容の取入れ
（３）社会参加支援

事業番号９６　盲ろう者支援センター事業

所管局　福祉保健局

事業概要

東京都盲ろう者支援センターを盲ろう者に対する総合的な支援拠点として運営し、もって東京都における盲ろう者福祉の向上を図り、盲ろう者の自立と社会参加を促進する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○訓練事業、専門人材養成事業、総合相談支援事業、社会参加促進事業を実施

○総合相談支援事業実績　《相談件数（件）・相談者数（人）》　H21年度：391、H22年度：585、H23年度：525、H24年度：568

【５年後の目標】

盲ろう者の社会参加を促進するため、引き続き実施する。

事業番号９７　障害者社会参加推進センター事業

所管局　福祉保健局

事業概要

障害の有無にかかわらず、だれもが家庭や地域で明るく暮らすことができる社会づくりに向けて、障害者自らによる諸種の社会参加促進施策の体系的、効果・効率的な推進を図り、もって障害者の地域における自立生活と社会参加を推進する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○相談件数
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H21年度：235件、H22年度：113件、H23年度：101件、H24年度：58件

○社会参加推進協議会は、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の障害者関係各団体を包括する組織として、団体相互間の意見交換にとどまらず、都との情報交換の場として重要な役割を担っている。

《開催実績》　H21年度：2回、H22年度：２回、H23年度：2回、H24年度：2回、H25年度：2回

【５年後の目標】

障害の有無にかかわらず、だれもが家庭や地域で明るく暮らすことができる社会づくりに向けての障害者自らによる諸種の社会参加促進施策の体系的、効果・効率的な推進のため、引き続き事業を実施していく。
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事業番号９８　身体障害者補助けん　給付事業

所管局　福祉保健局

事業概要

視覚障害者、肢体不自由者及び聴覚障害者に対して、身体障害者補助けんほうに基づく身体障害者補助けんを給付することによって、身体障害者の自立と社会参加を促進する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○給付実績

H21年度：8頭、H22年度：10頭、H23年度：8頭、H24年度：7頭、H25年度：10頭

【５年後の目標】

身体障害者の社会参加と自立の促進のため、引き続き実施する。

事業番号９９　ヘルプマークの推進

所管局　福祉保健局

事業概要

義足や人工関節を使用しているかた、内部障害や難病のかた、又は妊娠初期のかたなど、援助や配慮を必要としていることが外見からはわからない方々が、援助を得やすくなるよう、配慮を必要としていることを知らせる「ヘルプマーク」の普及啓発を行う。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

ヘルプマークの配布や優先席へのステッカー標示とうを全ての都営地下鉄、都バス、都電、日暮里・舎人ライナーにおいて実施している。ヘルプマークが広く認知されるよう、更に普及促進していく必要がある。

【５年後の目標】

援助や配慮を必要としていることが外見からはわからない方々が援助を得やすくなるよう、引き続き実施する。

事業番号１００　老人クラブ育成

所管局　福祉保健局

事業概要

老人クラブの社会奉仕活動、健康を進める活動、生きがいを高める活動とう老人クラブ活動として適切と認められる社会活動に対し、区市町村が補助を行った経費を補助する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○補助実績　H25年度：単位老人クラブ数　3,771 クラブ

○区市町村老人クラブ連合会数

56団体　　会員数　293,220人

【５年後の目標】

高齢者の社会参加の促進のため、引き続き実施する。
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事業番号１０１　高齢者の保護及び社会参加の推進

所管局　警視庁

事業概要

高齢者が犯罪の被害に遭わないよう保護するとともに、その能力を活かし、生きがいを感じられるような諸対策を、関係機関・団体、地域住民とうと共に推進し、高齢者が安心して暮らせる安全で住みよい生活環境の実現を図る。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○高齢者向けの広報啓発活動の推進

高齢者が被害に遭う割合の高い振り込め詐欺、ひったくりとう各種犯罪の被害防止に向けた講習会やキャンペーンを実施し・情報の提供とうに努めるとともに、振り込め詐欺とうの被害防止対策として高齢者宅の戸別訪問を実施

○高齢者の保護活動の推進　

各署で自治体との連絡会議を実施、高齢者虐待防止法に基づく保護活動や認知症徘徊高齢者の保護に関し、早期に帰宅させるための体制づくりを自治体に働きかけるとう保護活動の推進に努めた。

○高齢者の社会参加活動の促進

高齢者に対し、街頭キャンペーンやパトロールとうの活動への参加を働きかけ

【５年後の目標】

高齢者が犯罪の被害に遭わないよう保護するとともに、その能力を活かし、生きがいを感じられるような諸対策を、関係機関・団体、地域住民とうとともに推進し、高齢者が安心して暮らせる安全で住みよい生活環境の実現を図る。

（４）推進体制の整備

事業番号１０２　東京都福祉のまちづくりの推進体制の整備

所管局　福祉保健局

事業概要

都民代表、学識経験者、事業者・障害者団体の代表者とうで構成する「東京都福祉のまちづくり推進協議会」、庁内各局で構成する「東京都福祉のまちづくり推進本部及び幹事会」、事業者団体の代表者とうで構成する「東京都福祉のまちづくり事業者団体とう連絡協議会」及び「東京都福祉のまちづくり区市町村連絡会議」を開催する。

【現在の状況（H25年度末までの見込み）】

○会議開催実績

・福祉のまちづくり推進協議会：H21年度1回、H22年度1回、H23年度1回、H24年度1回、H25年度２回（予定）
・同専門部会：H21年度6回、H22年度4回、H23年度5回、H24年度4回、H25年度3回
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（主な議題「宿泊施設バリアフリー化支援事業について」、「『東京都福祉のまちづくり推進計画改定の基本的考え方』意見具申について」）

・福祉のまちづくり推進本部幹事会：H21年度1回、H23年度1回、H25年度2回

・事業者団体とう連絡協議会：H21年度1回、H22年度1回、H24年度1回、H25年度１回

（主な議題「障害者とう用駐車区画の適正利用の推進について」、「『東京都福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル』改訂について」）

・区市町村連絡会議：H21年度2回、H24年度1回、H25年度１回

（主な議題「都におけるバリアフリー化の進捗状況について」、「福祉のまちづくり条例の運用状況とうについて」）

【５年後の目標】

福祉のまちづくりを推進するため、今後も福祉のまちづくり推進協議会委員の意見・要望を十分に聴取・反映させ、事業者団体とう連絡協議会や区市町村の担当者と有機的な連携を図るための連絡協議・情報交換を行っていく。
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